
令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況・効果検証(吉富町)

単位：円

うち交付金
充当額

1

物価高騰対応重点支
援給付金（新たに住民
税非課税世帯・均等割
のみ課税世帯支援
分）、（こども加算分）、
（調整給付分）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　173世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　46世帯×100千円、令和６年度均等
割のみ課税化世帯　47世帯×100千円、子ども加算　200人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　2418人
(57950千円）　　のうちR６計画分
事務費　6869千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（266世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（2418人）

R6.6 R7.3 73,930,875 68,928,000
物価高騰により、負担が増加してい
る低所得世帯(住民税非課税世帯)
への負担軽減に役立った。

2

物価高騰対応重点支
援給付金（住民税非課
税世帯支援分）、（こど
も加算分）、（不足額給
付分）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1000世帯×30千円、子ども加算　135人×20千円、定額減税を補足する給付（う
ち不足額給付）の対象者　100人　(3000千円）　　のうちR６計画分
事務費　2957千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1000世帯）、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（100人）

R7.1 R7.3 25,010,000 24,749,000
物価高騰により、負担が増加してい
る低所得世帯(住民税均等割非課税
世帯)への負担軽減に役立った。

3
プレミアム商品券発行
助成事業

①物価高騰の影響を受けた生活者や町内業者を支援するため、商工会が行うプレミアム付き地域商品券の発行を実
施する。
②プレミアム商品券発行事業等助成金
③商品券プレミアム率
（紙）20％のうち10％相当額
商品券販売額面40,000,000円×10％＝4,000,000円
（キャッシュレス）25%のうち15％相当額
商品券販売額面40,000,000円×15％＝6,000,000円
④吉富町商工会

R6.6 R7.3 9,982,287 9,982,287
物価高騰により、負担が増加してい
る支援対象世帯への負担軽減に役
立った。

4 街灯助成金事業

①電気代の高騰により負担が増加している自治会が管理する街灯の電気代について、自治会の負担を軽減するため
助成金を交付する。
②街灯助成金
③街灯電気代見込額　1,536,000円
④町内自治会

R6.4 R７.3 1,476,400 1,476,400
物価高騰により、負担が増加してい
る自治会の負担軽減に役立った。

5
土地改良区物価高騰
対策補助金

①物価高騰により影響を受けた土地改良区の運営経費を支えるため、揚排水施設の電気料金高騰分の一部を助成す
る。
②揚排水施設電気代助成金
③－
④築上郡吉富町土地改良区

R7.1 R7.3 500,000 500,000
物価高騰により、負担が増加してい
る支援対象世帯への負担軽減に役
立った。

6 給食費助成事業

①物価高騰による子育て世帯への経済的な負担を減らし、小学生、中学生の健全な育成環境を維持するため、小学校
児童の給食費を全額助成、中学校生徒の給食費のうち3,000円×11月分を助成する。なお、教職員の給食費は含まな
い。
②給食費助成金
③小学校分：53,760円×340人＝18,278,400円
　 中学校分：3,000円×197人×11月＝6,501,000円
④小学校分：吉富小学校在籍児童、他小学校に通う吉富町在住の児童
　 中学校分：吉富中学校在籍生徒（豊前市在住の生徒を除く。）、他中学校に通う吉富町在住の生徒

R6.4 R7.3 22,679,912 14,315,313

物価高騰で経済的に不安を抱える
子育て世帯の援助に役立て、こども
の健全な成長に寄与することができ
た。

133,579,474 119,951,000

事業の概要
①目的・効果
②交付金を対象とする経費内容
③積算根拠(対象者数、単価等)
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効果検証


